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研究成果の概要（和文）：現在進行中の債権法改正について，その手続法理論的な受容可能性と実務的に法改正を強い
られるか否かという観点から検討を行い，まず「将来債権譲渡」について、とくに「債権譲渡担保」を念頭に置きなが
ら、執行手続・倒産手続において手続開始後に発生する債権について，管財人等は「契約上の地位の継承者」とみるほ
かないと結論づけた。次に，債権者代位訴訟について，代位債権者と債務者に当事者適格が併存し，判決効が及ぶ前提
として訴訟告知が義務づけられた点につき，改正後の判決効の理論的説明には，従来のように代位債権者を「訴訟担当
」と構成する際の根拠が変容を迫られるものと考える。

研究成果の概要（英文）：This research aims at analyzing revision of the credit Law from the procedural 
standpoint, especially with studying a conflict between theoretical acceptability and practical 
feasibility. In the Transfer of Security Interest upon Assignment of the Secured Claim, our insolvency 
Law may force the “new” credit Law to make a “renew” special Act. But in the Action for obligee's 
Subrogation Right, the “new” credit Law may oblige our procedural theory of the effect of judgement and 
of the standing to sue or to be sued to make a change.

研究分野： 民事訴訟法学
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１．研究開始当初の背景 
(1) 進行中の，法学界の大きなトピックであ
る債権法改正は、債権の実現の際に、民事手
続法への影響を免れないものである。とくに、
法曹実務において、実行可能な（feasible）
手続的対応が可能でなければ、改正ポイント
も利用を忌避されるおそれもあり、法制審で
の検討も、手続法との相互連関の強い事項に
ついては、法曹実務家側から寄せられる多様
な見解への配慮が見られる。その反面、そう
した実務的なフィーシビリティに引き寄せ
られ、また、「民法」の改正であることから
か、民法理論的な面からの反論はともかく、
手続法理論からの反論や検証は必ずしも数
が多いとはいえない。手続法学界の状況は、
債権法改正への立法提案も途上ではあるこ
とを差し引いても、これまで公になっている
部分でも、従前の手続法理論で受容可能
（acceptable）なのか、あるいは、理論的な
変容を要するものか、といった視点での検討
はあまりなく、徒に従前の原則論から解釈を
あてはめるか、あるいは無批判に実務的要請
にのっかるか、といった模様眺めの様相も呈
しているかの如くであり，債権法改正の手続
法からの理論的応答が求められる状況にあ
った。 
(2) とりわけ、執行法や倒産法との平仄を合
わせるのか、あるいは平時と危機時期とで扱
いを変えるのかについても、検討ポイントは
大きいため、現実に債権法改正の法制審の議
論の中でも、各地単位弁護士会の意見などを
踏まえて、新法の案が個別項目で二転三転す
る結果を招来している（例えば、譲渡禁止特
約付債権への差押え・転付命令があった場合
の譲渡禁止特約の効力）。不動産担保・人的
担保による融資のみを念頭に置いていた時
代から、動産や債権を担保とした融資を活発
化しようという時代への移行期においても、
当然、担保を実行する場面で手続法が機能す
ることが前提となる以上、従前に想定しなか
った場面への手続法規制のあり方が探求さ
れなければならない。総じて、倒産法研究者
を中心に、手続法の側でも債権法改正への対
応は、議論が活発になりつつあるところでは
ある。 
 
 
２．研究の目的 
(1) 本研究は、債権法改正に対し、特に手続
法に強く関わる項目について手続法的な検
討を加えるベーシックなものではあるが、し
かし、実務的フィージビリティと、これに対
する手続法の理論的アクセタビリティ（アク
セプタビリティ）という視点を強く意識して、
理論的課題の析出と理論的基礎の提供を試
みる。 
(2) この研究では、とくに大きな問題を内包
する三つの場面、すなわち「将来債権譲渡担
保の倒産時における主体をまたがる効力」
「債権者代位権と債権者代位訴訟」「債権者

取消権と債権者取消訴訟」の三点に絞って、
各々の問題に解釈指針を析出を試みる。 
 この三つに研究対象を絞りこむ理由は、そ
の余のポイントが手続実務上の大きな問題
を孕まず、議論として解釈が大きく分かれる
ものではないため（例えば、「訴えの提起と
時効中断効」といった事項も、一部請求論と
の関係で理論的には意味がないわけではな
いが、立法で一定の「ケリがつく」問題であ
る）、むしろ立法によって従前には生じなか
った新たな手続上の解釈問題を生じる項目
の代表的なものとして、上記の三つが挙げら
れるのは、手続法研究者であれば衆目の一致
するところであろうからである。 
 
３．研究の方法 
(1) 第一に、「将来債権譲渡担保の倒産時に
おける主体をまたがる効力」については、と
りわけ実務上のフィージビリティが先行し
ている問題である。債権担保と倒産時の処理
の問題は、債権譲渡により債権主体が移転す
ることにより、担保の効力が主体をまたがっ
て生じるのか、生じないと担保が意味がなく
債権譲渡による円滑な資金調達が妨げられ
るが、逆に生じるとすると、特に倒産法上の
再建型手続において、担保権の実行によって
破綻会社の再生（営業循環の維持）が妨げら
れる事態が生じないか、これらの折り合いを
どこで付けるか、といった議論の多い問題で
ある。最判平成 19 年 2月 15 日（民集 61 巻 1
号 243頁）以降、議論は実務家を中心として、
現行の道具立てでは、類型別の対処論や、担
保権実行手続中止命令の活用、別除権協定、
公序による効力否定論等、百家争鳴の状況に
ある。 
(2) 第二に，「債権者代位権と債権者代位訴
訟」は、債権者代位の本来型と転用型につい
て、債権者代位訴訟があった場合に、訴訟告
知に一定の効力（債務者の処分禁止・第三債
務者の弁済禁止）を与えるか、金銭その他の
ものの直接引渡を認めるか、といった場面で、
法務省案が二転三転している。法定訴訟担当
の理論構成と、いわゆる「固有の利益」論と
訴訟物（たる権利関係）の同一性の関係、参
加形態（共同訴訟参加か、補助参加・共同訴
訟的補助参加か）、代位訴訟と差押えの効力
の問題、など、主として訴訟法的かつ重要な
検討課題が多く，これらに考察を加えるもの
である。 
(3) 第三に、「債権者取消権と債権者取消訴
訟」は、詐害行為取消権の法的性質の変容と、
その行使方法（訴訟構造）、意思表示の相手
方（受益者か転得者か）の問題もさることな
がら、転得者に対する債権者取消権（倒産法
では否認権）の行使の効果の「相対性」の問
題がある。債権者代位訴訟の判決効が債務者
に及ぼされるために訴訟告知を要するとす
る改正法案は理解が容易であるが，同様に，
訴訟上の行使を要する債権者取消訴訟にお
ける判決効に，一種の絶対的効力を認めるに



あたって，訴訟告知が必要とされる理由は，
法制審の議論でも疑問が呈されていたとこ
ろであり，訴訟法的にどのように受容できる
かを理論的に考察する必要がある。 
 以上、大きな三つの問題について、すでに
倒産法は、債権法改正をまって、さらなる改
正に向けての立法論が胎動しているともみ
られるが、実務的実行可能性とこれに対する
手続法の理論的受容可能性という視点を強
く意識して、理論的課題の析出と立法論への
理論的基礎の提供を試みるものである。 
 
４．研究成果 
(1) 第一の「将来債権譲渡担保の倒産時に
おける主体をまたがる効力」については，日
本民事訴訟法学会第 83 回大会におけるシン
ポジウムで報告し，学会誌である『民訴雑誌』
60 号に報告論文を掲載した。改正試案が目指
した「契約上の地位の継承者」性における将
来債権譲渡の帰属の奪い合いについて，改正
試案の言う「第三者」性は，強制管理の管理
人や倒産手続の管財人等が帯びると考える
ことはできないとの結論に至った。もとより，
債権法改正試案が，倒産法の理論の変容を狙
っていた訳ではないと説明されるが，本研究
が，倒産手続において管財人にも民法（改正
債権法）と同じ規律を持ち込むにはさらなる
特別な立法が必要とした点は，その後の改正
の議論にも影響を与えたものと聞いている。 
(2) 第二の「債権者代位権と債権者代位訴
訟」においては，改正前の債務者が当事者適
格を喪失した上で法定訴訟担当として判決
効の拡張を受けるとされていたのを，改正法
案が大きく変更し，債務者は当事者適格を喪
失せず，また判決効の拡張を受けるためには
訴訟告知が必要とされている点について，訴
訟法側の理論変更は不可避であるが，受容で
きないものではないと結論した。他人に帰属
する権利を訴訟上行使することができる当
事者適格と，他人に自己に帰属する権利を訴
訟上行使された者にも当該訴訟においてな
された判決の効力が及ぶ（生じる）とする場
合の理論構成は，権利能力なき社団に給付訴
訟の当事者適格を認め，その判決の効力が社
団の構成員に及ぶとされた最高裁判決（平成
26 年 2月 27 日民集 68巻 2号 192 頁）の理論
構成を考える際にも通底する基礎的考察で
あった。 
(3) 第三の「債権者取消権と債権者取消訴
訟」では，債権者取消訴訟の判決効を検討し
ており，公刊予定（徳田和幸先生古稀祝賀論
文集・弘文堂所収予定）であるが，未完であ
るため，ここに記すことができない。継続し
て研究を行う。本来，債権法改正が国会で通
っていることを前提として，債権法改正後の
実務の統計的解析をも行う予定であったが，
国会の審議状況で未だに債権法改正が可決
成立していないため，これも行うことができ
なかった。 
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